経営状況確認書
１　直前３年の各事業年度の自己資本比率を記載した書類（下記様式）。
				　　(単位：円)
	
	第　　期
	第　　期
	第　　期
（直前の期）

	
	　年　月　日
～
　年　月　日
	　年　月　日
～
　年　月　日
	　年　月　日
～
　年　月　日

	(a)　純資産の額　
	
	
	

	(b)　純資産の額と負債の額との合計額
	
	
	

	(c)　自己資本比率　(a)÷(b)×100
	
	
	

	(d)　営業利益金額　
	
	
	

	(e)　営業利益金額等　(d)＋(i)
	
	
	


※１　直前３年の貸借対照表から転記してください。
※２　(c)の自己資本比率は、小数点以下を切り捨て、整数にしてください。
※３　(c)の自己資本比率について、直前３年の各事業年度における自己資本比率が零以上であり、かつ、以下のいずれかの基準に該当すること。
　　・直前３年の各事業年度のうちいずれかの事業年度における自己資本比率が１０％以上であること。
　　・前事業年度における営業利益金額等が零を超えること。

２　直前３年の各事業年度の経常利益金額等を記載した書類（下記様式）。				　　(単位：円)
	
	第　　期
	第　　期
	第　　期
（直前の期）

	
	年　月　日
～
年　月　日
	　年　月　日
～
　年　月　日
	　年　月　日
～
　年　月　日

	(f)　経常利益金額　
	
	
	

	(g)　減価償却費の額（販売費及び一般管理費の額の１項目として分割して記載されているもの）　
	
	
	

	(h)　減価償却費の額（売上、製造等原価の額の１項目として分割して記載されているもの）
	
	
	

	(i)　減価償却費の額の合計　(g)＋(h)
	
	
	

	(j)　経常利益金額等　(f)＋(i)
	①
	②
	③

	
	
	(j)の平均値
	


※１　直前３年の損益計算書から転記してください。
※２　減価償却費の額を確認するため、販売費及び一般管理費内訳書並びに売上、製造等原価報告書を必ず添付してください。
※３　減価償却費の額を販売費及び一般管理費の額の１項目並びに売上、製造等原価の額の１項目として分割して記載されている場合には、その合計額を(i)に記載してください。
※４　なお、減価償却費が一項目として分割して記載されていない場合には、減価償却費を零円としてください。
[bookmark: _GoBack]※５　(j)の経常利益金額等の平均値が零を超えていなければ、優良基準に適合しているとは認められません。
